




































































































































































































































































































































































回答者の経験年数は図 2 に示すように、5 年未満が 16 名（19.3%）、5~11 年未満が 10 名



































  あり    なし (   )：%  n=83   
妊娠に関する支援経験            69 (83.1) 14 (16.9) 
 
      自己決定までの支援経験         43 (51.8) 40 (48.2) 
 
      中絶後の支援経験          36 (43.4) 47 (56.6) 
 






























　 あり    なし (   )：% 　n=83  
妊娠に関する支援経験　 69 (83.1) 14 (16.9)
   　　　自己決定までの支援経験 43 (51.8) 40 (48.2)
   　　　中絶後の支援経験　　　　　　　　　36 (43.4) 47 (56.6)








　 あり   なし (   ):%  
自己決定までの支援における困難 33 (76.7) 10 (23.3) n=43
中絶後の支援における困難 18 (50.0) 18 (50.0) n=36













自己決定までの支援で困難だったことの内容 (  ):%　n=33
1 生徒に精神的な問題（未成熟、不安定さ）があったこと 18 (54.5)
2 生徒がパートナーのサポートを得られなかったこと 16 (48.5)
2 生徒が「妊娠継続か中絶か」を安易に考えて決定したこと* 16 (48.5)
4 生徒が「妊娠継続か中絶か」を短期間で決めなければならなかったこと 12 (36.4)
5 生徒が保護者に相談できなかったこと 10 (30.3)





8 生徒に保護者に内緒にしてほしいといわれたこと 7 (21.2)
9 生徒がパートナーに相談できなかったこと 6 (18.2)
9 生徒が保護者のサポートを得られなかったこと 6 (18.2)
11 養護教諭の助言・意見を受け入れなかったこと 5 (15.2)
11 保護者の理解・協力が得られなかったこと 5 (15.2)
13 中絶可能な週数を過ぎていたこと 4 (12.1)
13 支援に対する担任の協力が不足していたこと 4 (12.1)
表4　＊安易な決定の詳細（複数回答）
「妊娠継続か中絶か」を安易に考えて決定したことの詳細 (  ):%　n=16
1 育児・経済面等現実的な面を熟考することなく決定したこと 7 (43.8)
1 感情的な理由（赤ちゃんがかわいそう等）で決定したこと 7 (43.8)







1 中絶後の体調不良 5 (27.8)
2 中絶後の精神的不安定 4 (22.2)














2 実母の理解・協力がなかったこと 4 (21.1)
2 パートナーの協力がなかったこと 4 (21.1)
4 精神的不安定 3 (15.8)
4 妊娠中・産後の体調管理 3 (15.8)
Ⅴ．考察
1．回答者の年齢・経験年数について
　有効回答率が48.8％であったことから、調査結果はA県に勤務する養護教諭のうちの半
数の意見ということとなる。これらのデータの妥当性を判断するため、回答した養護教諭
の年齢の分布がA県立高校に勤務する養護教諭の年齢分布を反映しているかを、A県ホー
ムページで公開されている「平成28年度人事に関する統計報告」で確認した。そこでは
A県全体の養護教諭の年齢分布が示されている。A県の養護教諭の年齢分布は、25歳未満
6.7%、25~31歳未満21.6%、31~36歳未満14.4%、36~41歳未満10.9%、41~46歳未満8.8%、
46~51歳未満9.9%、51~56歳未満15.4%、56歳以上12.3%であった。本研究の回答者の年齢
分布では56歳以上が28.9％と一番割合が多かったが、A県全体では12.3％であり、それ以
外の年齢層では2~3％程低かった。つまり、本研究は経験豊富な養護教諭の回答に偏って
いる傾向があるといえる。一方で、経験豊富ということから、より詳細な内容を得ること
が出来たとも考えられる。
2．妊娠に関する支援経験について
　83名の回答者の中で、過去5年間で“妊娠したかもしれない”という相談も含めた妊娠に
関する支援経験があると答えた者は83.1%であり、ほとんどの養護教諭が経験していた。
回収率48.8%と全体の約半数であり、経験豊富な養護教諭の回答に偏っていることも一因
と考えられるが、妊娠に関わる支援経験はおおむね高いと考えてよいであろう。また、妊
娠が確定し妊娠継続するか中絶するかの自己決定までの支援経験は全体の51.8%、中絶後
の支援経験は43.4%、妊娠継続の支援経験は39.8%と、およそ半数の養護教諭が経験をして
いた。この割合については先行研究がないため比較できないが、養護教諭にとって妊娠に
関係する支援の機会は決して少なくはないといえる。
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3．自己決定までの支援における困難について
　自己決定までの支援経験がある43名のうち困難があった者は76.7%であり、ほとんどの
養護教諭が困難を感じていた。具体的には、生徒自身に精神的未熟性や不安定さがあるに
も関わらず、その後の人生を左右する重要な決断をさせなければならないということに
54.5%の養護教諭が困難を感じていた。また、妊娠継続するか中絶するかを安易に決定し
たことに対して困難を感じた者は48.5%と同様に半数であった。これらの結果から、妊娠
する高校生は妊娠という事実に対峙し熟考するだけの精神的発達が十分ではないというこ
とを実感している養護教諭が多いと考えられる。また、パートナーのサポートを得られな
かったということに困難を感じた者も48.5%と多かったことから、パートナーも同様に精
神的に未熟、あるいは自律性の低い者であることが予想される。つまり、養護教諭は精神
的に未成熟なカップルの重要な決断に対して支援をしなければならないという立場にあっ
たということがいえる。
4．中絶後の支援における困難について
　中絶後の支援を経験した36名のうち困難があった者は50.0%であり、その内容は体調不
良や精神的不安定、体育実技の調整であった。具体的には「体調不良が続き毎日保健室を
利用した」「死亡届等の手続きで精神的に落ち込み気持ちが安定するまでに時間がかかっ
た」「命の教育の場面での伝え方が困った」等の回答があり、中絶直後の心身へのケアだ
けではなく、その後の命の教育における困難さがあることも明らかになった。また、「中絶
後は体育教員に実技面で配慮してもらいたかったが、生徒や保護者から内緒にしてほしい
と言われ困った」という回答もあり、生徒の健康を守るために体育実技における配慮の必
要性を感じながらも、プライバシーを守るために情報を共有できないことへの葛藤を抱え
ている様子も伺われた。
5．妊娠継続の支援における困難について
　妊娠継続の支援を経験した33名のうち困難があった者は57.6%であり、そのほとんどが
校内環境・体制の整備・調整（教員間の同意、体育実技との調整、他生徒への影響等）で
あった。具体的には「生徒は妊娠を継続しながら高校継続も希望していたが、校内での事
故の危険性や責任を持って子育てしてほしいという学校との意見が合わず退学となり、自
分（養護教諭）としては納得できなかった」というように、学校の方針によっては退学せ
ざるを得ない状況に疑問を感じていたり、「本人と保護者の希望により他の生徒に周知して
いなかったことから、学校で何かあったらと常に心配だった」というように、母体の安全
が確保できないのではないかという不安を抱えながら支援している養護教諭の実態が明ら
かになった。
　2018年3月29日、文部科学省は都道府県教育委員会に対して行った高校生の妊娠に関す
る実態調査の結果を公表した
9 
。2015年度および2016年度で把握している高校生の妊娠が
全日制では1006件であり、「退学を進めた結果としての自主退学」が2.1％、「真に本人又は
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保護者の意思に基づいて自主退学」が36.9％であった。つまり、約4割が自主退学してい
ることとなる。この結果を受けて、文部科学省は公立の高等学校に対し妊娠をした高校生
が学業を継続できるよう支援を求める通知を出している
9 
。その学業継続に向けた考え方
の内容は（1）関係者間で十分に話し合い、母体の保護を最優先としつつ、教育上必要な
配慮をおこなうべきものであること、（2）妊娠した生徒が退学を申し出た場合には、退学
以外の学業を継続するための様々な方策について必要な情報提供を行うこと、の2点であ
る。このように、学校現場の教員には妊娠をした生徒に対する母体保護と教育上の配慮が
求められている。しかし、前述した文部科学省の調査結果では、学校が退学を進めた理由
として「母体の状況や育児を行う上での家庭の状況から、学業を継続することが難しいと
判断したため」、「学校における支援体制（ハード面・ソフト面）が十分ではなく、本人の
安全が確保できないと判断したため」、「本人の学業継続が、他の生徒に対する影響が大き
いと判断したため」の3点が明らかになっている。この退学を進めた理由は、本研究で明
らかになった妊娠継続の支援上の困難である「校内環境・体制の整備・調整（教員間の同
意、体育実技との調整、他生徒への影響等）」と共通している。つまり、文部科学省が求
める妊娠をした生徒に対して学業が継続できるように支援するためには、本研究で明らか
になった課題を解決するための具体的な支援方法を明らかにすることが必要と考える。
Ⅵ．結論
　A県立全日制高等学校の養護教諭が妊娠に関する支援を経験したという割合は約8割で
あり支援の機会は少なくはなかった。また、妊娠継続か否かの自己決定までの支援経験は
約5割、中絶後および妊娠継続の支援経験は約4割であった。支援経験者のうち、自己決定
までの支援上の困難を感じた者は約8割、妊娠継続の支援上の困難を感じた者は約6割、中
絶後の支援上の困難を感じた者は約5割であった。自己決定までの支援上の困難は、精神
的に不安定で未成熟である生徒に対し、中絶か妊娠継続かという重大な決断をさせなけれ
ばならないことであった。また、妊娠継続の場合の支援上の困難は、校内環境・体制の整
備・調整（教員間の同意、体育実技との調整、他生徒への影響等）であった。
　なお、本研究では調査対象を首都圏のある一部の地方自治体の養護教諭を対象としたこ
とから、支援経験の実態や課題を一般化することはできないという点で限界性はある。し
かし、本研究で明らかになった支援上の課題が、文部科学省の全国規模の実態調査で明ら
かになった妊娠をした生徒が学業を継続する上での課題との共通点があったことから、解
決すべき方向性は同一と考えられる。今後、妊娠をした高校生に対する具体的な支援方法
を明らかにしていくことが急がれる。
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